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１．はじめに

　ナイジェリアの教育の実情については、こ

れまで日本ではほとんど報告されていない。

この背景には、同国が1999年まで長らく軍

事独裁政権を維持し、日本が開発援助を供与

できる条件が整っていなかったこと、および

サブサハラ・アフリカ（以下、アフリカ）の

中でも群を抜いて治安が悪く、外国の研究者

がフィールド調査できるような状況ではな

かったこともある。そして、昨今のインター

ネット詐欺に代表されるように、ナイジェリ

ア（人）の一般的イメージは概して良くない。

しかし、しばしば腐敗が噂されてきた軍事政

権から1999年に民政移管したナイジェリア

は、それを契機に国際的な開発援助も拡大さ

れ、同国を取り巻く国内外の事情は急速に変

化しつつある。

　本報告は、2008年2月17日から21日ま

で、ラゴス大学で開催されたＡＡプロジェク

ト（広島大学教育開発国際協力研究センター

が事務局を務める「基礎教育開発のためのア

フリカ・アジア大学間対話プロジェクト」の

略称）の研究集会に参加するためラゴスを訪

問した際に、ラゴス大学教育学部オイェニ

ケ･アデオスン氏および連邦教育省基礎中等

教育課スーザン・オヌオハ氏との学校訪問で

得た知見、および帰国後に行った文献レ

ビューを踏まえて整理分析したものである。

まず、ナイジェリアの国情、初等教育の概要、

訪問した小学校の現状を順次紹介し、最後に

同国に対する教育援助を概観する。

２．ナイジェリアの国情

　ナイジェリアの正式名称は、ナイジェリア

連邦共和国であり、36の州（State）と連邦

首都準州（Federal Capital Territory）から

構成されている。北はニジェール、北東端は

チャド湖を挟みチャド、東にカメルーン、西

にベナンとそれぞれ国境を接し、南はギニア

湾に面している（図1）。ナイジェリアを我々

になじみ深い他のアフリカ諸国であるガーナ

（西部）、ケニア（東部）、南アフリカ（南部）

と主要な開発指標において比較したものが表

1 である。人口はアフリカ地域最大の1 億

3150万人であり、その割合は同地域全人口

の17.7%（すなわち、アフリカ人の5～6人

に1 人がナイジェリア人）に及ぶ（World

Bank 2007, p.21）。この人口規模に比例し

て非（未）就学児童数もアフリカ域内で圧倒

的に多く、658万人（20%）と推定されてい

る（UNESCO 2007, p.291）。経済力を国民

総所得（GNI）で比較すると、ナイジェリア

はアフリカ地域全体の 14.3% の富を生産

（848億ドル）しているが、人口が多い分、1

人当たりのGNI（456ドル）で比べるとアフ

リカ平均（751ドル）より低い（World Bank

2007, pp.28-29）。

　ナイジェリア南部のニジェール川デルタ地

帯に石油を算出し、石油輸出国機構（OPEC）

第5位の産油量であり、総輸出額の約99％

はこの石油関連の産品である（外務省国際協

力局編2008，602頁）。このため、対日輸出

額は輸入額の2倍程度ある。ただ、この豊富

な石油資源が国内紛争のもとにもなり、また
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図１　ナイジェリア位置図（53州と6地域）

（出所）National Population Commission and ORC Macro (2004, p.xxviii)

汚職や軍政時代の放漫な国家運営により債務

が累積し、経済は低迷してきた。そのような

石油に依存した国家歳入は、1980年代前半

の石油価格下落によりナイジェリアの経済発

展を直撃し、その結果、教育は普及するどこ

ろか、学校施設や教材は不足し、その質は低

下するばかりであった（Yoloye 1994）。

　ナイジェリアを特徴付けるのは250 以上

の部族（エスニック・グループ）の存在であ

る。このなかでも、北部のハウサ（Hausa）

（29%）、南西部のヨルバ（Yoruba）（21%）、

南東部のイボ（Igbo）（18%）が三大部族で

あり、それがナイジェリアの多様な文化的豊

かさを育んできた一面で、部族間の対立も引

き起こしてきた。イスラム教徒が北部を中心

に人口の50%を占め、南部にはキリスト教

徒が多い。アフリカ諸国の中では最古といえ

るほどの歴史があり、例えば、北部ではハウ

サが14世紀までに7̃8の小国家を形成し、南

部ではヨルバが10世紀以降、いくつかの王
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表１　ナイジェリアとアフリカ諸国の主要開発指標の比較（2005年）

（注）カッコ内の%はアフリカ全体に占める割合。

（出所）World Bank (2007)，UNESCO (2007)

国を形成している。

　ラゴスは世界でも最も治安が悪い都市のひ

とつであるが、それは著しい貧富の格差があ

ることを意味している。同国では、キリスト

教までもが金儲けの方法として使われ、教会

ビジネス（Church business）という言葉が

あるほどである。ラゴス島には保険会社や銀

行の高層ビルが立ち並び、高速道路が縦横に

走っている。交通渋滞のすさまじさは、想像

を絶する。わき見運転をしながらクラクショ

ンを鳴らし、猛スピードで突進する運転マ

ナーは、おそらく世界最悪であろう。しかし、

その危険と裏腹にある、ある種の活力がラゴ

スの魅力にもなっている。

　外務省の渡航情報において全土が危険度2

（渡航の是非を検討してください）以上の国

は、アフリカ諸国においては、ソマリア、コー

トジボアール、コンゴ民主共和国、チャドな

ど、国土の一部あるいは全部が内戦状態と認

識されている国を除けば、ナイジェリアぐら

いである。空港では入国時にさまざまな賄賂

が要求されると関係者で語り継がれている

が、今は非常にスムースになっている。日本

からナイジェリアへは、エミレーツ航空およ

びカタール航空がそれぞれドバイおよびドー

ハ乗継で毎日運行しており、簡単に行き来の

できる国である。

３．初等教育の概要

　ナイジェリアの教育制度は、初等教育 6

年、前期中等教育3年、後期中等教育3年、

高等教育4年の日本と同じ6-3-3-4制である。

小学校50,700校、中等学校10,349校、そし

て218の高等教育機関（78大学、58ポリテ

クニック、82教員養成カレッジ）を有して

いる（Theobald et al. 2007, p.3）。初等教

育から前期中等教育の9年間を「基礎教育」

と位置づけ、無償義務教育としている。「無

償」としてはいるが、これは保護者から一切

の経費徴収を認めていないわけではなく、多

くの学校でユーザーフィー（User fees）が

課せられている。したがって、公立校の間に

も学校の所在地周辺の環境により、かなりの

格差が生まれている。初等教育は州政府の責

任で行われるが、このような分権化はまった

く機能しておらず、かえって公正な教育の普

及を複雑にしており、貧困家庭の子どもたち

に教育へのアクセスが平等に保障されてはい

ない（Geo-Jaja 2004）。

　教授言語は、1～3年生では学校の所在す

る地域の言語（Language of the immediate

environment）としており、ヨルバ語、イボ

語、ハウサ語が使われている（Fede r a l

Republic of Nigeria 2004, pp.10-11）。そ

れまで英語は教科として教えられるが、4年
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生から段階的に教授言語として使われるよう

になる。高学年からはフランス語（周辺にフ

ランス語圏の国が多い）が教科として加わ

る。これらの言語系科目以外には、数学、科

学、社会、体育、農業、家庭、芸術、宗教、

保健、道徳がある。教授言語の問題は複雑で

あり、政府が生活言語や母語教育を重視すれ

ばするほど、私立校は教授言語を1年生から

英語であることを長所とすることで保護者の

関心と人気を集め、入学者数を増やしてい

る。

　初等教育普遍化（UPE）政策は、軍事

政権時代の1975 年に導入されたが、適切

な計画も予算もなく失敗に終わっている

（Omatseye & Omatseye 2008, p.134）。そ

して、頻繁に変更される教育政策、アカウン

タビリティの欠如、さらに教育の政治化が問

題を必要以上に複雑にしている（B e l l o

2003）。1999年10月の民主化を契機に、ナ

イジェリア政府は初等教育および前期中等教

育段階（9年間）の基礎教育普遍化（UBE）

を推進し、国際社会からの支援を受けている

が、それまでの基礎教育はあらゆる面におい

て「腐敗(decay)」していた（Tahir 2003,

p.2）。

　ところが、あらたな計画を策定する基礎

となる連邦教育省発行の教育統計書（全198

頁）には、就学前教育から高等教育まで、多

種多様な数字が並んでいるが、肝心の就学率

が記載されている部分は1頁にも満たず、そ

れも全国の総就学率が記載されているだけで

州別のものもない（Federal Ministry of

Education 2007a）。詳細な生徒数や学校数

のデータは存在しても、普及の割合を知るた

めの「率」がない。この統計書によれば、2003

年の初等教育就学者数が急増しているが、翌

年には2002年に近い数値に逆戻りしている

（表2）。このような経年変化に不自然なとこ

ろも多く、また、ありえない数値の羅列や、

明らかな誤りも散見され、教育データは存在

しても、信頼度はかなり低いと推測せざるを

得ない。ナイジェリアでは貧困層の子どもだ

けが公立の小学校、中等学校に通っているこ

とは良く知られているが（Adenipekun

2008）、この統計のどこにも私立と公立の区

別をしたデータが示されていない。

　ナイジェリアにおいても、世界的にほぼ統

一された項目に沿って調査が行われている

「人口保健調査（Demographic and Health

Survey）」は、2003年に実施されている。

7,864 世帯に対するサンプル調査ではある

が、地域別、所得階層別の就学率データがあ

り、純就学率も推計されているので、ナイ

ジェリア全体の教育普及の状況を理解するの

に役立つ（表3）。これからわかることは、地

域間の格差として、都市部と農村部間の差に

加え、明らかに北部（北西部と北東部）のイ

スラム教徒の多い地域の就学率は南部より著

しく低く（イスラム学校に通い、公教育を受

けていないことにも関係する）、かつ男女間

の格差も大きい。次に、所得階層別と就学率

の相関関係が明確であり、所得階層が低いほ

ど就学率も低くなっている。このような格差

は、アフリカの多くの国で見られることであ

るが、ナイジェリアはその格差が非常に顕著

である。

　国家歳出に占める教育費用の割合は9%

（2004年）と小さく、他のアフリカ諸国の半

分程度である（Federa l  Min is t ry  of

Education 2007b, p.1）。教育予算のサブセ

クター毎の割合は、政府発表によれば、初等

29%、中等51%、高等20%（いずれも2004

年）で、中等教育の割合が大きいのが特徴で

ある（Ibid.）。小学校教員の初任給は、3万ナ

イラ（約3万円相当）であるが、この額はケ

ニアなどに比べると倍以上であり、また現在

の中等教育就学率の低さからすると、理解し

にくい予算配分である。
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表２　ナイジェリアの初等教育就学者数および総就学率

（注）カッコ内は比較のため世界銀行EdStatsによる総就学率を示した。特に2003年の連邦教育省のデータ

は信憑性が疑わしい。n. d.は当該データの欠損を意味する。

（出所）Federal Ministry of Education (2007a, p.31)

表３　ナイジェリアの初等教育純就学率および総就学率（2003年）

（注）7,864世帯に対するサンプル調査。所得階層は五分位数。

（出所）National Population Commission and ORC Macro (2004, p.17)
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４．ラゴス市内小学校の現状

　ごく短時間の訪問であるが、3つの学校を

訪問する機会を得たので、その実情を簡単に

紹介する。

(1)　Ａ小学校

　ラゴスの下町的な住宅街を抜けた郊外にあ

るＡ小学校には、不思議なことに、同一の敷

地内に3つの学校があり、ほぼ同時期に建設

されたという。そのうち教室数が最も多いＡ

小学校は、生徒数142人、水はけが悪く、雨

期には校庭が水浸しになるとのことであっ

た。この学校には、ヨルバの教師が多く、生

徒にもヨルバの子どもが多いという。なぜ3

つの別々の学校が同じ敷地内にあるのかを尋

ねても、明確な返答はなかった。他の2つの

学校は、それぞれ、ハウサおよびイボの教師

と生徒が多いとの説明もあった。政府の意図

ではないにしろ、自然と保護者は同じ部族の

教師が多い学校を選択する心理が働くのかも

しれない。そのような学校の低学年の教授言

語は、政府の政策に従えばラゴスで話されて

いるヨルバ語になるが、教室での実態はどの

ようなものか興味深い。教授言語は、国の政

策として決めたことが各教室での実践と異な

る可能性も高い。

(2)　Ｂ小学校

　ラゴスの一般庶民の住宅地の中にＢ小学校

はある。この1年生クラス50人のなかで、ヨ

ルバが35人、イボが15人であった。イボの

子どもたちもヨルバ語で授業を受けている。

ただ、教室にヨルバ語で書かれた教科書があ

るわけではなく、世界銀行の支援により配布

されている教科書は、英語で書かれている。

この学校には、2棟の教室があり、ひとつは

良く見かけるセメントブロック・モルタル作

りであるが、もう一方は吹き抜けの長屋形式

の教室で、各教室間に壁がなく（壁がないの

で教「室」とは呼べないかもしれない）、教

室前方にある黒板が教室を隔てる役目を果た

し、教室の後ろの壁はないので、１つのス

ペースを2クラスが共有し、それぞれ反対側

にある黒板に生徒は向かって授業が進められ

ている（図2）。この特徴的な教室棟は、1980

年前後に、当時のラゴス州知事の命により建

設したもので、今も州内の小学校で数多く見

られるが評判は良くない。敷地内に水タンク

があるが、これはコミュニティのためのもの

で、学校では利用できないとのことであっ

た。

(3)　Ｃ小学校

　この学校も公立校として分類されていると

のことであったが、ラゴス大学キャンパス内

にあり、同大学の婦人会（Women Society）

が運営している。もとは1967年に開設した

スタッフ用の託児施設であったが、2002年

から初等部を併設するようになった。各クラ

ス25人の少人数制を採用している。市内に

ある公立小学校とはまったく異なり、建物や

施設が充実している。何よりも、日本の学校

で感じるような学び舎の雰囲気があった（図

3）。学校運営の開発基金（Development

Fund）として、毎学期4万～5万ナイラ（4

～ 5 万円相当）を徴収しているが、大学ス

タッフは半額になる。普通の私立小学校に入

れるとその3 倍以上の経費が必要であるの

で、これでも十分に安いとの説明であった。

この学校では、教授言語は1年生から英語で

ある（ただし、国の政策には反している）。訪

問したときは、ちょうど運動会の予行演習を

していた。運動会が開催されること自体、ア

フリカの小学校では珍しいが、のびのびとし

た教育が行われている様子と雰囲気があっ

た。教師も高学歴であり、校長はラゴス大学

の博士課程で勉強中とのことであった。カメ

ラ付の最新型のパソコンがエアコンの効いた

部屋に20台近く並んでいた。
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図２　壁のない吹き抜けの長屋式教室（ラゴス市内Ｂ小学校）

図３　色とりどりの教具が貼られた教室（ラゴス市内Ｃ小学校）
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表４　ナイジェリアに対するODA実績（2005年）

（注）支出純額ベース。日本のODA実績は2006年度の値。

（出所）外務省国際協力局編（2008）、World Bank (2007)

５．ナイジェリアに対する教育援助

　ナイジェリアは重債務貧困国（HIPC）で

はないが、1999年の民政復帰以降、オバサ

ンジョ政権による汚職追放などの改革が評価

され、2005年に300億ドルの債務のうち6

割が削減されている。また、2000年以降、同

国は経済協力の受取実績を急速に伸ばしてお

り、最近の実績（2004年、2005年）では、

二国間協力として英国、国際機関として世界

銀行から最大の支援を受けている（外務省国

際協力局編2008，607頁）。

　教育援助に関して、英国は「女子教育プロ

ジェクト（Girls Education Project: GEP）」

および「基礎教育普遍化のためのキャパシ

ティ（Capacity for Universal Basic

Education: CUBE）」を実施してきた（DFID

Nigeria 資料）。GEPは、ユニセフとの協力

により、男女間格差の顕著なナイジェリア

北部において、女子教育に対して多面的にア

プローチすることを通じ、女子の生活改善を

目的としている。その期間は、2005年1月

から3年間、予算規模は2600万ポンドであ

る。もう一方のCUBEは、世界銀行支援の

「ナイジェリア教育セクタープロジェクト

（Nigeria Education Sector Project）」と連

携し、技術協力部分を分担している。その期

間は、2003年8月から5年間、予算規模は

1800万ポンドである。世界銀行は、このセ

クタープロジェクトにおいて、クワラ

（K w a r a ）、カノ（K a n o）、カドゥナ

（Kaduna）の教育面で不利な各州政府を対

象として、初等教育および前期中等教育の拡

大、質的改善、マネジメント強化などを行っ

ている。同プロジェクトは2007年4月に承

認され、2011年6月までに7500万ドルの

借款を予定している。

　日本の援助は、ガーナ、ケニアなどの主要

ODA受取国に比べると、ナイジェリアに対

する支援は限定的であるし、同国が受け取る

全ODA総額に占める日本の二国間援助の割

合は、わずか1.2%である（表4）。特に、技

術協力を比較すると歴然としているが、それ

でも2004年度に保健医療関係の技術協力プ

ロジェクトが開始されて以来、2006年度現

在、3つのプロジェクトを実施するに至って

いる。このように日本は、近年、急速にナイ

ジェリアへのODAを伸ばしており、日本政

府が同国との関係強化を図ろうとしている背

景には、「･･･アフリカ有数の大国であるナイ

ジェリアにおける民主化の進展が、アフリ

カ、特に西アフリカ地域の安定に大きく寄与

していること、及び同国がNEPADやAUを

牽引するなど、アフリカ開発において主導的

役割を果たしている･･･」（外務省国際協力局

編2008，604頁）ことがあげられる。基礎

教育分野の支援は、日本の援助重点課題であ

り、無償資金協力「小学校建設計画」（2004
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～2006年度）、技術協力プロジェクト「初等

理数科教育プロジェクト」（2006～2008年

度）を実施中であることに加え、2005年か

ら教育政策アドバイザーを派遣している（同

書，605-609頁）。

６．おわりに

　ナイジェリアは産油国であり、比較的潤沢

な国家歳入がありながら、それが開発に効果

的に活用されてこなかった。石油は労せずし

て富をもたらしてくれたが、残念ながら、そ

の利権を巡って内戦、内紛、軍事クーデター

が頻発し、常に安定的な国家運営の足かせに

なってきた。政府の提供する教育や保健医療

は質が悪く、公共機関の多くは国民の信頼を

失い、その分、富裕者層を対象にそれぞれの

民間セクターが発展してきた。過去の独裁的

な軍事政権の負の遺産、1億人を優に超える

アフリカ最大の人口規模、250以上の民族と

複雑に絡む宗教を考慮すると、国際社会の目

指す初等教育の完全普及達成は、他のどのア

フリカ諸国よりも困難が予想される。

　1999年の民政復帰以降、援助国および国

際機関が経済協力を急進させるだけの援助を

受け入れる環境が整いつつあることは、明る

い兆候である。外国からの民間投資も増える

であろう。当面、高騰する石油価格に支えら

れ、開発指標としての経済成長は続くであろ

うが、この「成長」が貧困の撲滅や人々の生

活改善に寄与することなく、ナイジェリアに

必要以上の混乱だけをもたらす危険性もあ

る。このような形での「成長」は貧困の撲滅

に寄与することなく「反開発的」との見方も

ある（平野2008）。初等教育などの健全な社

会開発には、政府のコミットメント、国民の

参加（信頼回復）、国際社会の支援のいずれ

も欠かすことはできないが、すべての足並み

をそろえることが難しいのも現実である。
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